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全体集会

松本 美奈

特別講演「大淘汰時代の大学

　　　　～“生き残り”作戦だけでいいのか」

東京財団政策研究所研究主幹、

はじめに　

　松本美奈と申します。よろしくお願いしま

す。まずは自己紹介から。読売新聞の記者と

して全国の大学を対象にした「大学の実力」

調査を２００８年から２０１９年まで行いま

した。偏差値ではなく、自らその大学を調べ、

自分の人生を設計してから入学してもらいた

いと考え、全国の約８００大学を対象に退学

率や卒業率、教育改善の取り組みなどを尋ね

ました。その結果はランキングではなく一覧

表にして、読売新聞紙上や書籍で公開しまし

た。２０１９年に独立し、現在は大学で「質

問力を磨く」という授業を展開し、その一方

で東京財団政策研究所で「教職の制度設計を

再構築する～量の確保・質の担保の視点から」

という研究プロジェクトに取り組んでいます。

　先ほどご紹介いただいた『異見交論』は、

今も雑誌『文部科学教育通信』（ジアース教

育通信）で連載しています。

　本日は「加速する大淘汰」「改革の成果は」

「笛吹けども踊らず」「大学は生き残っても」

－－といった流れで進めていきます。

１．加速する「大淘汰」政策　

　少子化に歯止めがかかりません。２０５０

年の大学入学者は４９万人になると見られて

おり、２０２３年上半期の速報によると、出

生数は３０万人でした。４９万人は大げさな

数字ではないと見たほうがいいでしょう。大

学数は４００～５００校になると見られてい

ます。既に私立の５０％は定員割れでした。

となると、この時一体どんな大学がどのぐら

 ■ まつもと みな ■
読売新聞記者として、15 年以上にわたり⼤学を
中⼼に教育問題を取材。2008 年から 2019 年まで、
偏差値や知名度頼りではない進路選択の⽅法を提
案する「⼤学の実⼒調査」を総括。調査は⽇本で
初めて各⼤学各学部の退学率、留年率、卒業率等
を公開、回答率は 9 割を超えた。2019 年に独⽴。
慶應義塾⼤学法学部卒業。社会保険労務⼠。主な
著作：『異⾒交論 崖っぷちの⼤学を語る』（事業
構想⼤学院⼤学、2019 年）、『⼤学の実⼒』（中央
公論新社、2013 〜 2019 年の各年）等。

上智大学特任教授、帝京大学客員教授
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い消えているのか。

　これは人口減少によって進んでいく大学の

淘汰です。ここに政策が加わります。政府の

「選択と集中」です。本日のタイトルでもふれ

た「大学大淘汰時代」という文言は文科省幹

部が口にしていたものです。大学大淘汰時代

が来ているよ、もう大学人は分かっていると

は思うんだけど、分かっていないかもね－－

そんな話の流れで使っていました。

　政府の「選択と集中」政策としてまず挙げ

られるのは「大学ファンド」でしょう。留保

付きで東北大学のようです。もう一つは、デ

ジタルやグリーンといった成長分野への転換

を目指した「３, ０００億円基金」です。こ

れは公私立分野限定で６７大学。手を挙げた

大学全てが選ばれました。どちらも共通して

いるのは「理系」へのシフトです。

　この加速する大淘汰を誰が先導しているの

かはわかりません。ただ言えることは、根底

に大学への不満と不信があるということです。

「大学は多過ぎる」「社会のニーズに応えてい

ない」「最後のパラダイス」…。この三つの

フレーズを頭の中に入れておいてください。

２．改革の成果は　

　１９７１年の四六答申以来、日本の課題と

して大学改革が浮上しました。本格化したの

は１９９１年の大学設置基準の大綱化です。

中でも注目すべきは２００３年「特色ある大

学教育支援プログラム」（特色ＧＰ）、２００

４年の国立大学の法人化、２０１２年の大学

改革実行プラン、翌年の国立大学改革プラン

でギアチェンジを図ってくるわけです。国立

大学は経営体となり「競争力」を磨け、と求

めている内容でした。大学ファンドの萌芽は

見えていますね。

　その結果、大学間の格差が広がりました。

国立大学と私立大学の差が大きく開きました。

国立大学が８６校への運営費交付金総額が約

１兆１, ０００億円、これに対して私立大学

の私学助成金が６１９校で３, ０００億円。

　学生１人当たりでみると、私立を１とする

と、国立は１３、圧倒的に国立重視です。私立

大学に貧困層が多いというデータはいくつも

出ています。東京大学に裕福なご家庭のお子

さんが集まっているというのも、よく知られ

ている事実です。金持ち優遇策か、と批判さ

れるのは、こうした現実があるからでしょう。

　ただ、全国立大学が恵まれているわけでは

ありません。東大の運営費交付金を１００と

したら、一番下は、鹿児島県の鹿屋体育大学

で、１.６３。教育の機会均等というのは何な

のかを考えさせられる数字です。

　少子化で、国の勢い自体がなくなっている

こともあり、政府が稼げる大学にシフトする

傾向は強まるでしょう。一方で、特色ＧＰ以

来、補助金付きの政策が一般化して、大学が

それらに食いつく傾向も定着しました。補助

金で広げたい政策が自分の大学に必要かどう

かよりも、「お金が欲しい」で飛びついてしまう。

　そうすると、政府が描いたとおりの改革を

しなければならない。そもそも政府のデザイ

ンを呑み込まないとエントリーすらできない

のが、補助金の設計です。その結果、大学が

似たり寄ったりになってしまい、金太郎あめ

化していき、その中で強い大学はますます強

くなる。とはいえ、日本は小さな国です。小

さなパイをかけた争いで一体だれが勝者にな

るのか。ここを皆さん、ぜひご注目いただき

たいところです。



9          全大教時報（Vol.45　2023.11）

３．笛吹けども踊らず　

　では、改革の成果はどうでしょうか。誰が

この仕掛けに乗って踊っているのでしょうか。

先ほどお伝えした３, ０００億円基金と大学

ファンド、どちらもいわゆるＳＴＥＭ※ 重視

の政策です。政府が言っている理系といわゆ

る皆さんがお考えの理系とは隔たりがありま

す。

　受験の現場、高校の理系といったら、理学、

工学、農学ではなく、看護学や医学も入って

います。政府の考えているＳＴＥＭには看護

や医学系は入っていません。あくまでも理・

工・農。最近の３,０００億円基金の話の言

葉を使うと、デジタルとグリーン（脱炭素）

です。このデジタルとグリーンに人を集めた

いというのが政府の考えていることです。

　では、政府が思っているように、受験生が

このＳＴＥＭに集まるかといったら、答えは

「まあ、どうでしょう」。学校基本調査による

と、１９９０年は、理学は１万３,６０１人

の男子学生が来ていました。工学は９万５４

９人、農学は１万２,４７６人でした。最新

の２０２２年の数字を見ていると、理学はほ

ぼ横ばいですが、工学、農学は下がっている。

もう理系の男子は頭打ちで、そうは上がらな

いと見たほうがいいのではないでしょうか。

　性の多様性の話はさておき、では女子が来

てくれるのか。過去５０年の間で女子がどう

いうところに進んでいるのかというと、女子

の人文社会科学は増えましたが、農学、工学、

理学はそれほど増えていません。ですから、

笛吹けども踊らず、女子はそうそう簡単に選

択を変えてこないのではないかと私は考えて

います。

　それには根拠があります。１９９０年から

２０２２年の学校基本調査を見てみると、四

年制大学の数字は確かに上がったけれど、そ

れはこの時期につぶれた短期大学と専門学校

に行くはずだった学生数が四年制大学にシフ

トした、高等教育の中の構造改革が、四年制

大学の女子学生数に反映されていると見たほ

うがいいと、私は考えています。

　学校基本調査から、女子は相変わらず看護、

家政、文学部に集まる傾向が根強いことがわ

かります。看護や家政の９０％は女子です。

芸術でも音楽に偏っています。つまり、将来

設計が見えやすいところへ進学する傾向があ

るわけです。ですから、いくら政府からＳＴ

ＥＭ系に集まれと言われても、現実的に考え

たらＳＴＥＭ系に行ってその先がみえないこ

とを考えて選択はしない。女子はたいへん合

理的で賢い選択をする人たちです。笛吹けど

も踊りません。

　さらにもう一つ、気になるのが地元の進学

率。女子は地元志向が男子よりも高く、出身

高校と同じ都道府県の大学へ進学する傾向が、

１９８０年代以降、４０年たっても変わって

おりません。

　ある地方の家庭に息子と娘がいたとします。

息子が東京の大学に行ってみたい、というと

※ STEM

科学（Science）、技術（Technology）、⼯学（Engineering）、数学（Mathematics）の 4 つの分野の頭⽂字からなる造語。
⽇本で注⽬されるようになったのは 1990 年代初め。⺠主党政権下の教育に関する議論では「STEM」に「A（芸術）」
を加えた「STEAM」が使われていた。
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きに、親は「行っておいで」と背中を押して

あげる。ところが、娘になると、「無難」を

押し出してくる。「いやいや、女子はやはり

地元のほうがいい」と言っているようです。

　これは高校の先生たちからの話で、よく分

かりました。一昨年から高校で必修になった

教科横断型の問いをスタートにして学ぶとい

う探究型学習で、リーダーシップをとるのは

必ず女子だそうです。ところが、世界を視野

に一生懸命考えて来た女子でも、進路選択と

いうところになると、途端に看護、家政、教

育といった国家資格系、教員免許は国家資格

ではないですね。それから地元志向を表面に

出している。つまり、親が考える無難という

のを選択してくるのは女子で、男子はあまり

考えないで都会に行ってしまう傾向がある。

　地元進学率の背景にある親、先生たちの考

え方もあり、女子と男子にかかっているバイ

アス、これがジェンダーバイアスです。ジェ

ンダーのよって進路の選択が違うというジェ

ンダーギャップとその根底にあるジェンダー

バイアスは変わっていない。それは政府が笛

を吹いた程度では変わらない。

　女の子に学問は要らないとか、女の子だか

ら数学はできなくてもいい、女の子だから絶

対現役、女の子は手に職系、看護か家政、教

育ならいいんじゃない、娘は親元が一番安全、

息子は外に出してもいいけどねというやりと

りの中に女子高校生たちはいて、頭の上では

政府が理系重視政策をしている。地元の大学

が理系に転換したら、女子の進路はどうなる

のでしょうか。

　日本の生き残り戦略の中で考えた大学の生

き残り戦略の結果、一体誰が勝者になるので

しょうか。理系重視政策で取り残されていく

人口半分の女性の存在は重過ぎます。

　脱線をお許しください。少子化は当たり前

だと思っています。女性に学問は要らないと

いう一方で、ＳＴＥＭ系になれ、リケジョに

なれと言う。けれども卒業後の進路が用意さ

れていない。さらに男性と同じぐらい働け、

子育てもしろ、親の介護もしろ、何なら夫の

親の介護もしろと言われているわけです。や

っていられませんよ、産みたくない…。

　東大合格者の高校ランキングを見てみると、

開成、筑波大学附属駒場、灘…ほとんど中高

一貫の男子校です。その先を見ていきましょ

う。こちらは経団連の役員名簿です。会長、

副会長約２０人中で女性は２人です。経歴を

見ていると、中高一貫の男子校、国立大学、

入社時と同じ会社で役員になる、そういう社

会です。

　海外に目を転じると、新入生の女子学生比

率は、オックスフォード大学、ケンブリッジ、

スタンフォード、ハーバード、ＵＣＬＡ、Ｍ

ＩＴ、いずれも半数を占めています。日本の

東京大学、京都大学などは２割程度。これが

世界と日本の大学の違いです。

　こういう大学の中で、日本の大学は一体、

何をしてきたのでしょうか。なぜ大学の学長

クラスを見ると女性比率は１０％程度なので

しょうか。教授職の２割程度しか女性がいな

いのでしょうか。教員でも非正規で女性が多

いのはなぜでしょうか。

　大学の方は、政府の出してくる政策を批判

します。現実を見ていない、とか、格差を広

げるとか。でもその一方で、ご自分の足元で

おきている格差の拡大にどれほど目を向けて

いるのでしょう。

　現在も連載中で、本にもまとめた拙著『異
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見交論』でインタビュー相手として登壇され

た方はほとんど男性です。大学改革を担う方

々を探していくと、どうしても男性ばかりに

なってしまうのです。その結果が大学の今で

す。

４． 三つの提案　

　政府主導の改革の根底にある大学への不満

や不信は、「多過ぎる」「社会のニーズに応えて

いない」「最後のパラダイス」でしょう。この

不満や不信から大学淘汰、選択と集中という

政策が進んでいく。この大学改革でどんな大

学が「生き残る」のでしょうか。

　現状に問題意識を持ち、自律した大学にこ

そ生き残ってもらいたいと願っています。そ

こでまとめとして、明日からでもできる創意

工夫を三つ提案します。日本の、世界の次世

代のための大学をつくるための議論のたたき

台にしていただきたいのです。

①外国語の授業を増やす …オススメ度１★
　これはオススメ度１です。

　人口減少日本で、グローバル化への対応、

外国語の授業を増やすことが必要です。日本

の学生たちの内向き志向を改善するためにも、

必要だと考えます。外国から人が入ってきて、

一緒の職場で働く人は外国人という状態は決

して珍しくありません。母語としての日本語

以外に触れるチャンスはもっと増やさなくて

はいけないと考えています。

　その際にはサポートできる職員を増やさな

くてはいけない。英語版のパンフレットやホ

ームページを用意している大学はほぼ１００

％です。しかし、授業は日本語だけで、来て

みたらびっくりで、留学生たちは母国に戻っ

ていきます。

　中国人留学生が３割も占めているのに、話

せる教職員が１人という大学を最近見ました。

大学に厳格な管理を求める入管法の下、教職

員のきちんとしたフォローがなければ、外国

人留学生は卒業することができません。

　サポーターを増やすために、教職員の皆さ

んも外国語を学べばいいでしょう。教職員が

学べば学生は必ず「先生（職員）が頑張って

いる」ということになれば、学生にも好影響

を期待できる。学ばない教職員が、どうして

学ぶ学生を育てられるのか。逆説的に考えれ

ば分かります。

　２００８年にＦＤが義務化※され、教育力

が問われるようになった。その前後はどの大

学も盛んにＦＤに取り組んでいました。最初

はフロッピーディスクの略かなと思って取材

に行ってみたら、ＦＤの現場にはどこも必ず

食べ物と飲み物があるので、フード＆ドリン

クの略なのかと納得した覚えがあります。

　２００９年あたりを機にＦＤの勢いは衰退

していきます。大学間の格差が広がり、教育

力の組織的向上は二の次になってしまったの

かもしれません。２０２２年度の大学設置基

準改定で、ＦＤは削除されました。「十分に

※⼤学設置基準の改定

2007 年度 ( 教育内容等の改善のための組織的な研修等 ) 第２５条の 3 ⼤学は、当該⼤学の授業の内容及び⽅法の改善を図るための
組織的な研修及び研究を実施するものとする。
→ 2022 年度の改定で削除
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成果があった」から削除したのか、「いくら

旗を振っても変わらない」からなのか――。

皆さんはどうお考えですか。

②社会の変化を学⽣に伝えられる教職員になる
           …オススメ度２★★
　こちらはオススメ度２です。

　受験生、そして学生は、大学で学んだその

先をあまり見ていないようです。「資格がと

れる」を売り物にしている大学が多いようで

すが、資格はゴールではない、と伝えていた

だきたいのです。

　例えば、女子の資格選択で人気の高い看護

師。高度化、専門化が進んでいます。「学び

続ける」が不可欠な分野です。先も見据えで、

学生と一緒にサバイバル戦術を考える。人生

１００年時代ですから、これまでとは違う生

き方が必要です。政府が「学び続ける」「リ

スキリング」をしょっちゅう出しています。

これについて、異論はないです。

　そういったことも考えながら、社会のニー

ズがどこにあるのか、社会はどのように変わ

っているのかを、学生と考えられる教職員に

なっていただきたい。

③学⽣を名前で呼ぶ …オススメ度３★★★
　こちらはおすすめ度３、一番手軽で、効果

的です。私は今、嘉悦大学の宇田川拓雄客員

教授が代表を務める科研の分担研究者として

「大学の実力」調査から見る中退の現状、防止

対策を考えています。改めて当時の調査を見

ると、退学率が１、２年生で起きていること

がわかります。

　乗り越えられないギャップがあるようです。

その一つが「自分の存在」。高校という小さな

クラスでは、名前で呼ばれる。ところが大学

では「そこの君」、「一番後ろの白いシャツを

着たあなた」とか。ｏｎｅ ｏｆ ｔｈｅｍでは

なく、固有の自分を見てくれることを学生は

望んでいる、認められる人がいる所が「居場

所」です。

　２０００年代に入って多くの大学が居場所

づくりに取り組んできました。キャンパスの

あちこちにベンチを設け、図書館１階でカフ

ェをつくった。でも単に学生が座っているだ

け。しかも、コロナ後は、そこすら「使用禁

止」になり、誰ともつながれない学生たちが

浮遊しています。未来の日本を背負う人たち

が、困った顔をしてクラゲのように回遊して

いる。

　いま学生たちは大学とＩＣカードでつなが

っているだけです。出席を取るためにＩＣカ

ードをピッとタッチして終わり。名前を呼ば

れれば自分が存在していることがわかる。所

属意識醸成につながります。

　以上三つの小さな工夫で、寄付と学生募集

につながるのではないかと妄想しています。

今の学生はＳＮＳでの発信力が高い。その力

で、「この大学でよかった」を発信してもらい

ましょうよ。「うちの大学でこんな先生（職員）

がいて、このように話しかけられてしまった」

で十分です。

　これで私の話は終わりにします。皆さんの

手の中にはたくさんの財産があります。それ

らを磨いて今までとは違う大学をつくってい

ただきたいと願っています。ご清聴ありがと

うございました。
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【質疑応答】　
喜多（司会）　ご講演ありがとうございまし

た。それでは、この後、質疑応答に入ります。

発言を希望する方はお知らせいただければと

思います。山根さんお願いします。

⼭根　ジェンダーの傾向分析は非常に分かり

やすく、またインパクトがあり学びました。

それで、女子の進学志向、何となく日常でそ

れは分かっていましたが、数字になるとはっ

きりする。女子が地元志向だったり、理工系

を避けるのは、親御さんのカルチャーなどの

影響があるという話で、もう一つ言及してい

ただいたと思いますが、進路先形成、女子が

理工系で学んで進路がきちんとあるかどうか

というところに、本人や保護者が不安を感じ

ているかもしれないという。

　そういうことがあるとすると、進路は具体

的には普通は民間企業で、特に大企業だと思

いますが、そういうところの採用はジェンダ

ーの問題があり、大学はそこに挟まれてしま

っている、うまくジェンダーバランスがいっ

ていないということはないでしょうか。

松本　企業側の問題は大きいですね。女性は

例えば出産、育児を抱えることになります。

男性も育児休業を取るようになったといって

も、ほんの数日。両親とも職場復帰した後に

子どもが熱を出して保育園や小学校から呼び

出されるのはまずお母さんです。子どもが病

気になって駆け付けなければいけない状況を

抱えている人に、企業は責任ある職を任せる

でしょうか。

　では大学は無罪か。高校と社会の間で大学

は挟まれているのは現実ですが、大学もジェ

ンダーギャップの一端を担っていることは否

定できません。女性もきちんとしたポジショ

ンに就けてほしい、大学教育の実質化には不

可欠だ、と大学が財界に注文をつけたことが

あったでしょうか。

　就活に関する議論は前から続いていますが、

卒業した女性をきちんと処遇してほしいと申

し入れをしてもらいたいです。「社会のニー

ズに大学は応えていない」「自分の好き勝手

な学問ばかりを学生たちに教えているだけ」

と企業が言うのであれば、「きちんと教える

から、きちんと処遇してほしい。女性の比率

がこんなに高まっているのに、なぜ責任ある

ポジションにつけてくれないのか、長く働け

るような環境をつくらないのか」と迫ってほ

しいです。

　大学と行政、企業の話し合いで、みんなが

被害者のような顔をして話をしている現場を

目にするたびに腹が立ちます。本当の被害者

は一体誰なのか。それは次の世代です。いま

私たちは、私も含め、みんな既得権益者です。

しかし、その次の人たちは既得権益も何もな

い、私たちがつくった社会システムの中で生

きていくしかない。

　それから大学も企業同様の問題を抱えてい

ます。非正規職員の女性比率は高く、管理職

の女性比率は低いようですね。そうした現実

を見ながら、女子学生たちは自分たちの人生

設計を現実的に考えていきます。先輩たちの

姿はロールモデルです。

　大学は「挟まれている」だけに、社会を変

えるきっかけも持っています。企業でも大学

でも女性にだけ制服を着せているところがあ

ります。大学もですよ。

　制服のある大学で、理事に尋ねました。「な
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ぜ女性にだけ制服を着せるのか」と。「女性

の服装を自由にさせると、とんでもない格好

をしてくるから任せられない」と答えました。

実際に問題があったのかを尋ねると、「ない」。

服装すら女性の選択に委ねることができない

ような大学に責任ある仕事を任せるか。そん

な大学で女子学生がどう育つのか。

　私は高校の先生や生徒を対象に、大学を選

ぶ目安を話す際に、「職員の服装を見てくだ

さい。女性職員にだけ制服を着せている大学

は絶対に選んではいけない」と話しています。

オープンキャンパスに行ったら、女性の先生、

女性の職員の比率を聞きなさい。そんなデー

タも言えないような大学は、ろくでもない大

学だから選んでは駄目と伝えています。

⼭⼝（司会）　全大教の委員長の笹倉が手を

挙げているので、笹倉さん。

笹倉　非常に面白い話、どうもありがとうご

ざいました。全大教はどうだろうかと顧みな

がらも、全大教は１８人の中執のうち３人が

女性ということで、まだ誇れるほどの比率で

はないと思いながら、いろいろお話ししたい

ことはありますが、まず女性が大学の中で、

社会の中で、会社の中でどうかということは、

すごく少しずつではあるけれども、状況は改

善しつつあると私は思います。しかし、その

スピードはすごく遅い。それよりも速いスピ

ードでの改革を大学は課せられていて、今日

の松本さんの話で、ジェンダーという視点は

全くなく、改革を進めているところが非常に

よく分かり、そこで押しつぶされそうになっ

ている女性たちがいることを、本当に改めて

明確に認識しました。

　企業の話ですが、私は専門がコンピュータ

ーサイエンスで、ＳＴＥＭの一つですが、コ

ンピューター関係は私が大学に就職してから

３０年近く、就職先はいろいろ替わりますが、

一貫して就職率が悪くなったことはないです。

ただ、最近思うのは、昔と違い、就職先はあ

るけれども、その会社が１０年後にどうなっ

ているかは誰も分からない。われわれも分か

らないし、学生も分からない。就職はできる

けど、女性が昇進できるかどうか以前に、男

子学生も含め、その会社があるかどうか分か

らないという不透明な状況にあり、学生にど

う話したらいいか分からない。

　そういうことを考えると、大学を改革する

よりも先に、国としては経済界をきちんと改

革してほしいとすごく思っていますが、松本

さんはその辺をどのようにお考えになってい

るのか、お聞かせいただけたらと思います。

松本　大学よりも先に経済界を改革しろ、お

っしゃるとおりです。経済界がやっと東証プ

ライムで２０３０年に３０％の女性役員と言

い始めました。男女雇用機会均等法の施行が

１９８５年ですから、ずいぶん時間がかかっ

ています。

　役人や政治家、財界人よりも大学のほうが、

知的なストックが多いはずです。そういう皆

さんが具体的な政策を提案したらいいでしょ

う。文科省も財界人もそれほどネタを持って

いるようではないので、喜ぶのではないでし

ょうか。

　ただ、大学の改革も決して褒められた状況

ではないですね。１９７１年の四六答申で、社

会が劇的に変わっているのだから、大学は自

ら変われと書かれていました。それから５０
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年以上経っています。

⼭⼝　では、河さん、そして次に岡田さんで

お願いします。

河　私は在日外国人に関わる活動をしていて、

社会のニーズが何かという話と関係してくる

かと思いますが、送った記事は在日外国人の

大学進学に大きな壁があり、それに対し特別

枠のようなものを設けているのが、国立では

宇都宮大学しかないということです。

　私はこの記事を見るのに前後して、私が勤

めている滋賀県立大学でも、滋賀県は在日外

国人、特にブラジル人がとても多いので、そ

ういう入試を実現したいと思い、ペーパーを

つくって提案したのですが、高校からそうい

うニーズは聞いていないとか、ニーズがない

のではないかとか、いろいろ言われ、２年ぐ

らいたなざらしに遭い、前に進んでいません。

　これ以外にも、私が見えている部分で言う

と、在日外国人に関する社会のニーズを私な

りにキャッチして、こういうことが必要だと

言っても、まだ社会の側がニーズだと認知し

ていないものを大学がニーズだと思わないと

いう変なパラドックスがあり、「地元の自治

体からニーズとして何も聞いていませんので、

あなたのやろうとしていることはやらなくて

いいです」という感じの、すごく短くまとめ

るとそういう対応をされたこともあります。

　ニーズではないかと提示するのが大学にい

る研究者の役割だと思うのに、それをさせて

くれない問題があると感じていて、質問なの

か愚痴なのか分からなくなってきたのですが、

こういうことを打破するのにいいアイデアが

あればお聞きしたいと思います。

松本　ぜひ頑張ってください。おっしゃると

おりです。ニーズはつくり出すもので、社会

で醸成されたときには、だいたい時すでに遅

しなので、ぜひ言い続けてください。外国人

の子どもたちの話、高校の先生は大学の先生

よりもはるかに遅いし、変えられない人たち

です。

　すでに社会問題化しています。言い続けて

ください。そうすると、不思議ですが、ある

日突然ドアが開きます。河さん、今のもので

返事になっていましたか。

河　ありがとうございます。

岡⽥　３点伺いたいと思っていて、大学改革

の話が今日も出たと思います。いろいろな内

容があると思いますが、選択と集中というか

研究費などに関しても、狙い自体が適切かど

うかということと、そうやって政府が狙って

いるものが、そもそも実現されていくとお考

えかという予想を伺いたい。

　松本さんは国立大学法人の戦略的経営実現

の会議にも参加されていたと思います。学長

選考の話にも触れていたと思いますが、大学

のガバナンスを外部の方からもチェックして

いただくことは、確かに大事かと思いますが、

問題は外部から来た誰がチェックするのか。

そこがあまりしっくり来ていないというか、

どうやってその方たちの判断がチェックされ

るか、よく分からないところがあり、その辺

で考えがあったらお聞きしたいと思います。

松本　一つ目からいきます。「政府の狙いが

適切か」。選択の基準が「今」しか見ていな

いのでわかりません。近視眼的ですから。グ
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リーンとデジタルというものが、１０年後も

成長分野なのかどうか、政府も考えていない

のではないでしょうか。

　二つ目の「政府が狙っているものが実現さ

れていくか」。私は読売新聞記者時代から政

治家や官僚に聞き続けていました。どんな日

本を実現したいのか、そこから逆算した政策

になっているのかを。記憶に残る答えはあり

ません。そもそも狙いが何なのか、誰もわか

っていないのかもしれません。

　ここ数年、大学のガバナンス論が続いてい

ます。確かに「国立大学法人の戦略的経営実

現の会議」でも議論がありました。来年から

施行される改正私学法でもガバナンスが論点

でした。評議員会の権限が強化されたけれど、

その評議員を選ぶのは誰か、その誰かを選ぶ

のは誰か…延々と続くわけです。で、あると

ころで見切るしかないわけです。

　大学のガバナンス改革と外部のチェックと

いう問題でのポイントは、多くの方は大学に

関心がないという現実です。大学は通過地点

だからです。自分なり、自分の子どもが数年

間通うだけの場に過ぎない。だから、外部チ

ェックが働くかというと、今のままでは働き

ませんとしか言いようがありません。

岡⽥　ありがとうございました。

喜多　河合さん、お願いします。

河合　ジェンダーバイアスの話を、確かにな

るほどと思って伺っていましたが、最近の地

方国立の学生と話をしていると、そもそも管

理職になりたがらない人が女性でも男性でも

増えてきているような感じを受けています。

女性がなりたがらないのは、女性が管理職と

して働きにくい環境があるからだという批判

はあるでしょうし、それは確かに一面そうだ

と思いながらも、共働きでほどほどに稼げば、

ほどほど暮らせるから、そんなに出世しなく

ていいという感じの学生が多くなってきてい

るように思います。

　そういった中で、活躍の定義も難しいです

が、そういう学生を増やしていくために、ど

ういったことを学生に対し、大学人は発信で

きるのかと日々悩んでおり、何か考えがあれ

ばお願いします。

松本　管理職になりたがらない、自分の足で

歩くことに背を向けたがる傾向は私も日々実

感しています。失敗したらどうしよう・・・

自信がないようです。

　そんな中で、一歩踏み出してもいいという

学生を育てるには、まず大学の皆さん自身、

河合さんが毎日笑顔で過ごしていたら、学生

も乗ってくるのではないかと思います。どう

したら次の世代に、この国に生まれてよかっ

たと思える社会を手渡すことができるか、そ

のためにどうやって仲間を増やせるか。これ

がとても大事ではないでしょうか。

　最後に私が好きなアフリカのことわざをお

伝えして終わりにします。「早く行きたければ

ひとりで行け。遠くへ行きたければみんなで

行け」。難しい時代です。個人プレーでは限界

があります。チームを組んで、次世代を育て

る大学に磨き上げていただきたいと願ってい

ます。本日はありがとうございました。

喜多（司会）　お時間になりました。本日は

ご講演ありがとうございました。（拍手）


